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事業主の皆さまへ

「働き方」 が変わります！
２０１９年４月１日から

，

　　　

働き方改革関連法が順次施行されます彰
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１ミ
ー．－
誰三 脚 予２ｏ１９年４月１日～ ※中小企業は、２０２ｏ年４月１日～

時間外労働の上限規制が導入されます！
時間外労働の上限について、月４５時 間、 年３６０時 間を原則とし、
臨時的な特別な事情がある場合でも年７２０時間、

．単月１００時間未満（休日労働含む）、
複数月平均８０時間（休日労働含む）を限度に設定する必要があります。
弓時間外労働ができる時間数を設定し、労働基準監督署に届け出ていただく際の様式と記載例を

　

厚生労働省ＨＰにアップしました。

′律一１１・－ｎ－，１１

　

＼
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・－－ノ
２ １施行：２０１９年４月１日～

年次有給休暇の確実な取得が必要です！

　

使用者は、１０日以上の年次有給休暇が付与される全ての労働者に対し、

　　

１

キザー１，！－、 時 季 を 指 定して有給休暇を与ぇる必要があります。

　

弓時季指定指定の仕方など、具体的な付与の仕組みを整理した資料を厚生労働省ＨＰにアップしました。

　

ノｒ′１：－－，，，－－－ａｌ－

　　

，

＼３ｉ施行：２ｏ２ｏ年４月１日～ ※中小企業は、２０２１年４月１日～
ｒ′１：－－，，，－－－ａｌ－

　　

，

　　　
正規雇用労働者と非正規雇用労働者の間の
不合理な待遇差が禁止されます！

　　　

同‐企業内において、

　　　　

正規雇用労働者と非正規雇用労働者（パ÷トタイム労働者、有期雇用労働者、派遣労働者）の間で、

　　

基本給ゃ賞与などの個々の待遇ごとに不合理な待遇差が禁止されます。
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「働き方」 に関する詳細・お悩みは 【相談窓口】 へ
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． 働き方改革関連法に関する相談につし、ては、以下の相談窓口をご活用ください。

労働基準監督署
労働時間相談・支援コーナー

－“－”血勘コト＝；－“一

　　

Ｌ“：：暮そどに関する相談に応じます。

　

．検索ワード＝労働基準監督署

　

．

　　　　　　　

，

　　　　

屡顕髭遍
Ｍ；．・′／－ …・

．． ｎｎｉＰｒ‐●

　　　　　　　　　　　

． ・ 」’′・ 闇爺瀦 器

都道府県労働局
【パートタイム労働者、有期雇用
労働者関係】

　

雇用環境・均等部 （室）
【派遣労働者関係】

　

需給調整事業部 （課・室）

正規雇用労働者と非正規雇用労働者（パートタイム労働者・有期雇用
労働者・…派遣労働者）の間の不合理な待遇差の解消に関する相談に応
じますｏ

　　　　　　　　　

＝ ．，
鞭

　

．検索ワード：都道府県労働局
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． 働き方改革の推進に向けた課題を解決するために、以下の相談窓口をご活用ください。

働き方改革
推進支援センター

働き方改革関連法に関する相談のほか、労働時間管理のノウ八ウや賃
金制度等の見直し、助成金の活用など、

“

　　

日一１′闇 ９ ；

　　

ｌ

　　

ｆＪし、

て、社会保険労務士等の専門家が相談に応じます。

　

・検索ワード二働き方改革推進支援センター
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産業保健総合支援
センター

医師による面接指導等、二三二：ｉ －－，
．
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”１爺・じま す。

脇 野 曜熱亭合支響ｆン夕；－ － －－－－，． 圃

よろず支援拠点

生産性向上や人手不足への対応など、経営上のあらゆる
課題について、 曽「：…が←」” 応じます。

唖町跡ｆ電気

　　　　　　　

搬

商工会
商工会議所
中小企業団体中央会

経営改善・金融，・税務・労務など、 経営全般にわたって、
中小企業・小規模事業者の取組を支援します。

　

．検索ワード：全国各地の商工会ＷＥＢサーチ

　

・

　　　　　　　　　　　

回騒醸
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回議圏

　

．検索ワード＝全国の商工会議所一覧．

　　　　　　　　　　　　

竪醗隈
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．検索ワード＝都道府県中央会

　　　　　　　　　　　　　　

戦謎墨
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回議灘
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求人充足に向けたコンサルティング、事業所見学会や
就職面接会などを実施しています。

翻 そ？ず り 豊ラーク

　　　　

．－－，．．．－ 圃．

医療勤務環境改善支援
センク

医療機関に特化した支援機関として、個々の医療機関の
ニーズに応じて、 総合的なサポートをします。

　　　　　　　　　

回開け匝胴

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

霧 蝋 軽

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

回謝 躍

　

ト検索ワード：いきサポ
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３６協定で定める時間外労働及び休日労働
について留意すべき事項に関する指針

　

（労働基準法第三十六条第一項の協定で定める労働時間の延長及び休日の労働について留意すべき事項等に関する指針）

・２０１９（平成３１） 年４月より、 ３６（サブ□ク）協定（※１）で定める時間外労働に、罰則付
きの上限（※２）が設けられます。
・厚生労働省では、時間外労働及び休日労働を適正なものとすることを目的として、 ３６協定
で定める時間外労働及び休日労働について留意していただくべき事項に関して、新たに指針
を策定しました。

（※１） ３６（サブ□ク）協定とは

　　

金 時間外労働（残業）をさせるためには、３６協定が必要です！

・労働基準法では、労働時間は原則として、 １日８時間・１週４０時間以内とされています。これを「法
定労働時間」 といいます。
・法定労働時間を超えて労働者に時間外労働 （残業）をさせる場合には、

　

ノ労働基準法第３６条に基づく労使協定（３６協定） の締結

　

所轄労働基準監督署長への届出
が必要です。
・３６協定では、 「時間外労働を行う業務の種類」や「１日、 １か月、１年当たりの時間外労働の上
限」などを決めなければなりません。

金 ３６協定で定める時間外労働時間に、罰則付きの上限が設けられました！

●２０１８（平成３０） 年６月に労働基準法が改正され、３６協定で定める時間外労働に罰則付きの上限が設
けられることとなりました （※）。

　

（※）２０１９年４月施行，ただし、中小企業への適用は２０２０年４月。
・時間外労働の上限（「限度時間」） は、月４５時間・年３６０時間となり、 臨時的な特別の事情がなけれ
ばこれを超えることはできません。
・臨時的な特別の事情があって労使が合意する場合でも、年７２０時間、複数月平均８０時間以内（休日労
働を含む）、月１００時間未満（休日労働を含む）を超えることはできません。また、月４５時間を超え
ることができるのは、年間６か月までです。

　

３６協定の締結に当たって留意してし、ただくべき事項

①

　

時間外労働・休日労働は必要最小限にとどめてください。 （指針第２条）

②使用者は、 ３６協定の範囲内であっても労働者に対する安全配慮義務を
負います。また、労働時間が長くなるほど過労死との関連性が強まること
に留意する必要があります。 （指針第３条）

◆３６協定の範囲内で労働させた場合であっても、労働契約法第５条の安全配慮義務を負うことに留意
しなければなりません。
◆ 「脳血管疾患及び虚血性心疾患等の認定基準について」 （平成１３年１２月１２日付け暴発第１０６３号厚生労働省労働

基準局長通達） にお、いて、
ノ１週間当たり４０時間を超える労働時間が月４５時間を超えて長くなるほど、業務と脳・心臓疾患の発

　

症との関連性が徐々に強まるとされていること

／さらに、 １週間当たり４０時間を超える労働時間が月１００時間又は２～６か月平均で８０時間を超える

　

場合には、業務と脳・心臓疾患の発症との関連性が強いとされていること

　

に留意しなければなりません。

③時間外労働・休日労働を行う業務の区分を細分化し、業務の範囲を明確
にしてくだ さい。 （指針第４条）



④臨時的な特別の事情がなければ、 限度時間（月４５時間・年３６０時間）を
超えることはできません。限度時間を超えて労働させる必要がある場合
は、できる限り具体的に定めなければなりません。この場合にも、 時間
外労働は、 限度時間にできる限り近づけるように努めてください。 （指金ナ第
５条）

◆限度時間を超えて労働させることができる場合を定めるに当たっては、通常予見することのでき
ない業務量の大幅な増加等に伴い臨時的に限度時間を超えて労働させる必要がある場合をできる
限り具体的に定めなければなりません。

　

「業務の都合上必要な場合」 「業務上やむを得ない場合」など恒常的な長時間労働を招くおそれ
があるものは認められません。
◆時間外労働は原則として限度時間を超えないものとされていることに十分留意し、（１）１か月の
時間外労働及び休日労働の時間、 （２）１年の時間外労働時間、を限度時間にできる限り近づける
ように努めなければなりません。
◆限度時間を超える時間外労働については、２５％を超える割増賃金率とするように努めなければ
なりません。

⑤１か月未満の期間で労働する労働者の時間外労働は、 目安時間（※）を
超えないように努めてください。 （指針第６条）
（※） １週間：１５時間、 ２週間：２７時間、 ４週間：４３時間

⑥休日労働の日数及び時間数をできる限り少なくするように努めてくださ
し、。 （指針第７条）

⑦限度時間を超えて労働させる労働者の健康・福祉を確保してください。

　

（指針第８条）

◆限度時間を超えて労働させる労働者の健康・福祉を確保するための措置について、次の中から協
定することが望ましいことに留意しなければなりません。
（１）医師による面接指導、（２）深夜業の回数制限、（３）終業から始業までの休息時間の確保 （勤務間インターバル）、
（４）代償休日・特別な休暇の付与、（５）健康診断、（６）連続休暇の取得、（７）心とからだの相談窓口の設置、（８）配置
転換、（９）産業医等による助言・指導や保健指導

⑧限度時間が適用除外・猶予されている事業・業務についても、 限度時間
を勘案し、 健康・福祉を確保するよう努めてください。 （指針第９条、附則第３頂）
◆限度時間が適用除外されている新技術・新商品の研究開発業務については、限度時間を勘案する
ことが・望ましいことに留意しなければなりません。 また、月４５時間・年３６０時間を超えて時間外
労働を行う場合には、⑦の健康・福祉を確保するための措置を協定するよう努めなければなりま
せん。
◆限度時間が適用猶予されている事業・業務については、猶予期間において限度時間を勘案するこ
とが望ましいことに留意しなければなりません。

指針の全文はこちら

　

守

　

ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｍｈｌｗ，ｑｏ，ｌｐ／ｃｏｎｔｅｎｔ／０００３５０２５９，ｐｄｆ

ご不明な点やご質問がございましたら、厚生労働省または事業場の所在地を管轄する都道府県労働局、労
働基準監督署におたずねください。
＞

　

問合せ先：厚生労働省

　

労働基準局

　

労働条件政策課

　

０３‐５２５３‐１１１１（代表）

＞

　

最寄りの都道府県労働局、 労働基準監督署は以下の検索ワードまたはＱＲコードから参照できます。

検索ワード：

　

都道府県労働局 または

　

労働基準監督署

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　

　　　　　

　 　 　 　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　

　　　　　　　

　　

　

　 　
　
　 　 　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　

　　　　　　

　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２０１８，９）



　　　　　　　　　

３６協定届の記載例 （特別条項）標題園葺屋書護憲繊麗唇騒ぎ豊ーｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（様式第９号の２（第１６条第１項閏係“

　　　　　

ピー型馨５条｛モ ネ
，
讐 ≠ 峯警 争いギデ

　

◆臨時的に限度時間を超えて労働させる場合には様式第９号の２の

　　

◆３６協定で締結した内容を協定届（本様式）に転記して届け出て

　　

◆３６協定の届出は電子申請でも行うことができます。

　

協定届の届出が必要です。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◆（任意）の欄は、 記載しなくても構いません。ください。
－３６協定届 （本オ様”式） を用いて３６協定を締結することもできます。◆様式第９号の２は、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－３６

　　　　　　　　　　

いて

　　　　

・」口 こ

　　

で

　　　

ｏ

　

・限度時間内の時間外労働についての届出書（１枚自） と、

　　　　　　　

その場合には、労働者代表の署名又は記名・押印が必要です。

　

・限度時間を超える時間外労働についての届出誓（２枚目）

　　　　　　

－必要事項の記載があれば、協定届様式以外の形式でも届出できます。

の２枚の記載が必要です。

１枚目
（表面）

　　　　　　　　　　　　　　　

睡並回 園 巨馨一ー

　　　

端

　　　

＝

　

をきモき

　

１．邑ｂ盤塑登弘

　

人番号を記載して

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　

　

避徹

　

十 ”…
１労働保険静号１，

ロ□
，
ロ
，。ｑ□
□ロ□ロｑ。□□，

□ロ□ロど労働側播号．熱
係 晋芽 樹こ関する協定届

　

Ｌ
”… 十”

一
◆隙醗１１・１１

　

′ー

　　

・

　

ｉｔ

　　

ｉｔ・ ・ 〔１

　　　　

１

　　　　　　　　　　　　

法人番号

　　　　　

□ □ □ □ 口 □ □ □ □ □ □ □ □

　　　　

ください。

金属製品製造業

　　

ョ ｏｏ金属工業株式会社 ○０工場 ｏｏ市ｏｏ町１‐２‐３

　

（鰯舌番号；ｏｏｏ‐ｏｏｏｏ ‐ｏｏｏｏ）

時
間
外
労
働

時間外労働をさせる
必要のある具体的事由

業務の種類
労働者数

（萱葺警：
所定労働時間

　

（１日）

　

（任意）

１目 １箇月（①については４５時間ま
で、②については４２時間まで）

悶え

　

る時間数
狂える時間； 超える時間

える時間き 超える時間
える時間

①下記②に該当１ム．…Ｍ一

受注の集中 設計 １０人 ７．５時間 ３時間 ３．５時間 ３０時間 ４０時間 ２５０時間 ３７０時間

臨時の受注、納期変更 機械組立 ２０人 ７．５時間 ２時間 ２．５時間 １５時間 ２５時間 １５０時間 ２７０時間

製品不具合への対応 検査 １０人 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間

②１年単位の変形労働時間制
により労働する労働者

月末の決算事務 経理 ５人 ７．５時間 ３時間 ３．５時間 ２０時間 ３０時間 ２００時間 ３２０時間

棚卸 購買 ５人 ７．５時間弱安間 ３．５時間 ２０時狸司 ３０時間 ２００時間 ３２０時間

、

　　　

ｒ
１日の・法定労
叡う

１か月の法定労働時間を超える時間
数を定めてください。①は４５時間
以内Ｙ②は４２時間以内です。

１年の法定労働時間を超える時間数
を定めてください。①は３６０時間以
内、②は３２０時間以内です。

　　

、

　　　　　　　　　　　　

．・

休
日
労
働

休日労働をさせる必要のある具体的事由 業務の種類
労働者数

（群島：
所定休日
（任意）

労働させることができる
法 定 休

　

日 の

　

日

　

数
労働させることができる法定
休ヨ－－おｒｊ

－．＝．・●－

　

”・．”

　

．

受注の集中 設計 １０人 土日祝日 １か月に１日 ８：３０～１７：３０

臨時の受注、納期変更 機械組立 ２０人 土日祝日 １か月に１日 ８：３０～１７：３０

上記で定める端 物ゆかゎらづ“・時間外労働及び休日労働を擬した時間数は、 適用ぬいて即時間鋼でなナればなら『 かつ 箇月から 箇月までを平均して 那網を超過しない．と。
”

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（チニックポックスに要チェック）

梓式幣９号の２（第１６条第１項閥係〉

　

一ｍ…（工場、 メ′言、
“・仙帯

　　　　　　　　　　　　　　　

等）ｒ‐′′ｒｔｎ発してくださし

起算日

ります。

月を超える１年
単位の変形労働
時間制が適用き
れる労働者につ



１
★
（瓢面）

　

様式第９号の２ （第１６条第１項関係） （裏面）

　

（記載心得）
１

　

「業務の種類」 の欄には、時間外労働又は休日労働をさせる必要のある業務を具体的に記入し、 労
働基準法第３６条第６項第１号の健康上特に有害な業務について協定をした場合には、当該業務を他の
業務と区別して記入すること。 なお、業務の種類を記入するに当たっては、業務の区分を細分化する

　

ことにより当該業務の範囲を明確にしなければならないことに留意すること。
２

　

「労働者数 （満１８歳以上の者）」 の欄には、 時間外労働又は休日労働をさせることができる労働者
の数を記入すること。
３

　

「延長することができる時間数」 の欄の記入に当たっては、 次のとおりとすること。 時間数は労働
基準法第３２条から第３２条の５まで又は第４０条の規定により労働させることができる最長の労働時間

　

（以下「法定労働時間」という。） を超える時間数を記入すること。 なお、本欄に記入する時間数に
かかわらず、 時間外労働及び休日労働を合算した時間数が１箇月について１００時間以上となった場合、
及び２箇月から６箇月までを平均して８０時間を超えた場合には労働基準法違反 （同法第１１９条の規定

　

により６箇月以下のヲ黙役又は３０万円以下の罰金） となることに留意すること。

　

（１）

　

「１日」 の欄には、 法定労働時間を超えて延長することができる時間数であって、 １日につい

　　

ての延長することができる限度となる時間を記入すること。 なお、 所定労働時間を超える時間数

　　

についても協定する場合においては、 所定労働時間を超える時間数を併せて記入することができ

　　

る。

　

（２）

　

「１箇月」 の欄には、 法定労働時間を超えて延長することができる時間数であって、 「１年」

　　

の欄に記入する 「起算日」 において定める日から１箇月ごとについての延長することができる限

　　

度となる時間を４５時間 （対象期間が３箇月を超える１年単位の変形労働時間制により労働する者

　　

については、４２時間） の範囲内で記入すること。 なお、 所定労働時間を超える時間数についても

　　

協定する場合においては、所定労働時間を超える時間数を併せて記入することができる。

　

（３）

　

「１年」 の棚には、 法定労働時間を超えて延長することができる時間数であって、 「起算日」

　　

において定める日から１年についての延長することができる限度となる時間を３６０時間 （対象期

　　

間が３箇月を超える１年単位の変形労働時間制により労働する者については、３２０時間） の範囲

　　

内で記入すること。 なお、 所定労働時間を超える時間数についても協定する場合においては、 所

　　

定労働時間を超える時間数を併せて記入することができる。

４

　

②の柳は、 労働基準法第３２条の４の規定による労働時間により労働する労働者 （対象期間が３箇
月を超える１年単位の変形労働時間制により労働する者に限る。） について記入すること。 なお、延
長することができる時間の上限は①の欄の労働者よりも短い （１箇月４２時間、 １年３２０時間） ことに
留意すること。
５

　

「労働させることができる法定休日の日数」 の綱には、 労働基準法第３５条の規定による休日（１週

　

工休又は４週４休であることに留意すること。） に労働させることができる日数を記入すること。
６

　

「労働させることができる法定休日における始業及び終業の時刻」 の欄には、 労働基準法第３５条の
規定による休日であって労働させることができる日の始業及び終業の時刻を記入すること。
７

　

チェックボックスは労働基準法第３６条第６項第２号及び第３号の要件を遵守する趣旨のものであ

　

り、 「２箇月から６箇月まで」 とは、 起算日をまたぐケースも含め、 連続した２箇月から６箇月まで
の期間を指すことに留意すること。 また、 チェックボックスにチェックが無い場合には有効な協定と
はならないことに留意すること。
８

　

協定については、 労働者の過半数で組織する労働組合がある場合はその労働組合と、 労働者の過半
数で組織する労働組合が無い場合は労働者の過半数を代表する者と協定すること。なお、労働者の過
半数を代表する者は、 労働基準法施行規則第６条の２第１項の規定により、 労働基準法第４１条第２号
に規定する監督又は管理の地位にある者でなく、 かつ同法に規定する協定等をする者を選出すること

　

を明らかにして実施される投票、挙手等の方法による手続により選出された者であって、使用者の意
向に基づき選出されたものでないこと。 これらの要件を満たさない場合には、 有効な協定とはならな
いことに留意すること。
９

　

本様式で記入部分が足りない場合は同一様式を使用すること。 この場合、必要のある事項のみ記入
することで差し支えない。

（備考）

　

労働基準法施行規貝］Ｊ第２４条の２第４項の規定により、 労働基準法第３８条の２第２項の協定 （事業
場外で従事する業務の遂行に通常必要とされる時間を協定する場合の当該協定） の内容を本様式に付
記して届け出る場合においては、事業場外労働の対象業務については他の業務とは区別し、事業場外
労働の対象業務である旨を括弧書きした上で、 「所定労働時間」 の柵には当該業務の遂行に通常必要
とされる時間を括弧書きすること。 また、 「協定の有効期間」 の柳には事業場外労働に関する協定の
有効期間を括弧書きすること。

（２０１８．９）



［謝］
臨時的な特別の亭情がなければ、 限度時間 （月４５時間又は４２
時間・年３６０時間又は３２０時間） を超えることはできません。
限度時間を超えて労働させる必要がある場合でも、時間外労働
は限度時間にできる限り近づけるように努めてください。

臨時的に限度時間を超えて労働させることができる場合 業務の種類
労働者数

（要聾鮎

１日
（任意）

　　　　　　　

１箇月
｛時間外労勤及び休日労働を舎罪しト時間鞍１００時間矛高に譲る。）

　　　

１年
（時間外労働のみの時間数
？ゥ０時間以内に限る。）

　　　　

／

法培労働時間を
超える時媛貴

所定労働時間を
超える時闘数

　

（任意）

限度時贋を超え
て労働させるこ
とができる回数

及び休日労

法定労働時間を超
える時間数と休日
労働の時間数を合
算した時間数

働の時間数

民度時間を超
たた労働に憐
５割増賃金牢

達長する－とプ

蓬富労働時間を
超える時間欲

できる時間数

孔度時間を主
えた労働に価
る劉箱賃金ヰ

所定労働時間を趨
える時間数と休日
労働の時闘数を合
算した時間数

所定労働時間を
超える時間数

　

（任意）

突発的な仕様変更、新システムの導入 設計 １０人 ６時間 ６

　

５時間 ６回 ９０時間 １００時間 ３５％ ７００時間 ８２０時間 ３５％

製品トラブル・大規模なクレームへの対応 検査 ２０人 ６時間 ６．５時間 ６回 ９０時間 １００時間 ３５％ ６００時間 ７２０時間 ３５％

機械トラブルへの対応 機械組立 １０人 ６時間 ６．５時間 ′
４回 ８０時間 ９０時間 ３５ ５００時間 ６２０時間 ３５％

わせる必要のあるものに限り、 できる限り

　　　

ｕ
・ふし；ね｛１１し・ません。

「業務の都合上必要なとき」 「業務上やむ
を得ないとき」など恒常的な長時間労働を
招くおそれがあるものは認められません。

　

ノ

繊麗饗。

　　　

′

い。月１００時間
なお、 この時間≧

・限度時間を超えて労働させる場合における手続

限度時間を超えて労働させる労働者に対する健康及び
′福祉を確保するための措置 ①・③・⑩

対象労働者への医師による面接指導の実施

　

、対象労働者に１１時間の勤務間インターバルを設定、
職場での時短対策会議の開催

た労働者に対し、
裏面の記載心尋
１ （９） ①～⑩
唖康確側龍
のいずれかの措
謹を講ずること
を定めてくださ
し、。

　　　　　

ノ

上記で定める時間数に，０かわ け・時聞外労働及び休日労働を合算した時間数は、１箇月について１００時間未満でなけれ 織 らず、かつ２箇月から６箇月までを平均して８ｏ時間を超過しないこと。
材

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（チェックボックスに雲チニック）

０

　

０

様式第９号の２（第１６条第１項関係）

３

　

月

　　

１２日

榛轡労
労壊そこ関する協定届（特宕ｒ」条項）

検査課主任
山田花子

工場長
田中太郎

にはなれません。

の署名又は記名

◎

１年間の上限時

１押印も必要です。１

協定の当事者である労働組合の名称（事業場の労働者の過半数で繊する労働組合）又は労働者砺母半数を代表する者の 雷髪

協定の当亭者（労働者砺邑半数を代表する者の場合）の逝出方法（

　　　

投 票による選挙

　　　　　　　　　　

）
００００年

　　

３

　

月
職名
氏名



　

２枚目 １

　

様式第９号の２（第１６条第１項関係） （裏面）

　

敬面

　

」

　

（裏面）

　　　

－

　　

】（記載心得）
１

　

労働基準法第３６条第１項の協定において同条第５項に規定する事項に関する定めを締結した場合

　

における本様式の記入に当たっては、 次のとおりとすること。

　

（１） 「臨時的に限度時間を超えて労働させることができる場合」 の欄には、 当該事業場における通（１） 「臨時的に限度時間を超えて労働させることができる場合」 の欄には、 当該事業場における通

　

常予見することのできない業務量の大幅な増加等に伴い臨時的に限度時間を超えて労働させる

　

必要がある場合をできる限り具体的に記入すること。 なお、 業務の都合上必要な場合、 業務上

　

やむを得ない場合等恒常的な長時間労働を招くおそれがあるものを記入することは認められな

　

いことに留意すること。
（２） 「業務の種類」 の欄には、 時間外労働又は休日労働をさせる必要のある業務を具体的に記入し、

　

労働基準法第３６条第６項第１号の健康上特に有害な業務について協定をした場合には、 当該業

　

務を他の業務と区別して記入すること。 なお、 業務の種類を記入するに当たっては、 業務の区

　

分を細分化することにより当該業務の範囲を明確にしなければならないことに留意すること。
（３）

　

「労働者数 （満１８歳以上の者）」 の柵には、 時間外労働又は休日労働をさせることができる

　

労働者の数を記入すること。
（４） 「起算日」 の棚には、 本様式における「時間外労働・休日労働に関する協定届」 の起算日と同

　　

じ年月日を記入すること。
（５）

　

「延長することができる時間数及び休日労働の時間数」 の欄には、 労働基準法第３２条から第

　　

３２条の５まで又は第４０条の規定により労働させることができる最長の労働時間 （以下「法定労

　

働時間」 という。） を超える時間数と休日労働の時間数を合算した時間数であって、 「起算

　　

日」 において定める日から１箇月ごとについての延長することができる限度となる時間を１００

　　

時間未満の範囲内で記入すること。 なお、 所定労働時間を超える時間数についても協定する場

　　

合においては、所定労働時間を超える時間数と休日労働の時間数を合算した時間数を併せて記

　　

入することができる。

　　　

「延長することができる時間数」 の綱には、 法定労働時間を超えて延長することができる時

　　

間数を記入すること。 「１年」 にあっては、 「起算日」 において定める日から１年についての

　　

延長することができる限度となる時間を７２０時間の範囲内で記入すること。 なお、 所定労働時

　　

間を超える時間数についても協定する場合においては、 所定労働時間を超える時間数を併せて

　　

記入することができる。

　　

なお、 これらの欄に記入する時間数にかかわらず、 時間外労働及び休日労働を合算した時間

　　

数が１箇月について１００時間以上となった場合、及び２箇月から６箇月までを平均して８０時間を

　

超えた場合には労働基準法違反 （同法第１１９条の規定により６箇月以下の懲役又は３０万円以下

　　

の罰金） となることに留意すること。
（６） 「限度時間を超えて労働させることができる回数」 の欄には、 限度時間 （１箇月４５時間 （対象

　　

期間が３箇月を超える１年単位の変形労働時間制により労働する者については、４２時間）） を

　　

超えて労働させることができる回数を６回の範囲内で記入すること。
（７） 「限度時間を超えた労働に係る割増賃金率」 の欄には、 限度時間を超える時間外労働に係る割

　　

増賃金の率を記入すること。 なお、当該割増賃金の率は、 法定割増賃金率を超える率とするよ

　　

う努めること。
（８） 「限度時間を超えて労働させる場合における手続」 の欄には、 協定の締結当事者間の手続とし

　

て、 「協議」、 「通告」等具体的な内容を記入すること。
（９） 「限度時間を超えて労働させる労働者に対する健康及び福祉を確保するための措置」 の欄には、

　　

以下の番号を 「（該当する番号）」 に選択して記入した上で、 その具体的内容を 「（具体的内

⑥
⑦
⑧
⑨

　

⑩

　

り

　　　　　　　　　　

　
　

⑥

　

年次有給休暇についてまとまった日数連続して取得することを含めてその取得を促進すること。
⑦

　

心とからだの健康問題についての相談窓口を設置すること。
⑧

　

労働者の勤務状況及びその健康状態に配慮し、 必要な場合には適切な部署に配置転換をすること。
⑨

　

必要に応じて、産業医等による助言・指導を受け、 又は労働者に産業医等によるｆ絹鰹指導を受け
させること。
⑩

　

その他
チェックボックスは労働基準法第３６条第６項第２号及び第３号の要件を遵守する趣旨のものであ
り、 「２箇月から６箇月まで」 とは、 起算日をまたぐケースも含め、 連続した２箇月から６箇月ま
での期間を指すことに留意すること。 また、 チェックボックスにチェックが無い場合には有効な協
定とはならないことに留意すること。
協定については、 労働者の過半数で糸皿織する労働組合がある場合はその労働組合と、 労働者の過半
数で組織する労働組合が無い場合は労働者の過半数を代表する者と協定すること。 なお、 労働者の
過半数を代表する者は、 労働基準法施行規則」第６条の２第１項の規定により、 労働基準法第４１条第
２号に規定する監督又は管理の地位にある者でなく、 かつ同法に規定する協定等をする者を選出す
ることを明らかにして実施される投票、 挙手等の方法による手統により選出された者であって、 使
用者の意向に基づき選出されたものでないこと。 これらの要件を満たさない場合には、 有効な協定
とはならないことに留意すること。
本様式で記入部分が足りない場合は同一様式を使用すること。 この場合、 必要のある事項のみ記
入することで差し支えない。

（備考）

　

労働基準法第３８条の４第５項の規定により、 労使委員会が設置されている事業場において、 本様

　

るのは

　　

員云の

　

員の半（そこついて任期を

　

めて指名した労働組合の名称」 と、 「協定の当事
者 （労働者の過半数を代表する者の場合） の選出方法」 とあるのは「委員会の委員の半数について
任期を定めて指名した者 （労働者の過半数を代表する者の場合） の選出方法」 と‐読み替えるものと
する。 なお、 委員の氏名を記入するに当たっては、 任期を定めて指名された委員とその他の委員と
で区別することとし、 任期を定めて指名された委員の氏名を記入するに当たっては、 同条第２項第
１号の規定により、 労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、 労働
者の過半数で組織する労働組合が無い場合においては労働者の過半数を代表する者に任期を定めて
指名された委員の氏名を記入することに留意すること。
２

　

労働時間等の設定の改善に関する特別措置法第７条の規定により、 労働時間等設定改善委員会が
設置されている事業場において、 本様式を労働時間等設定改善委員会の決縦として届け出る場合に
おいては、 委員の５分の４以上の多数による議決により行われたものである旨、 委員会の委員数、
委員の氏名を記入した用紙を別途提出することとし、 本様式中 「協定」 とあるのは 「労働時間等設
定改善委員会の決議」 と、 「協定の当事者である労働組合の名称」 とあるのは 「委員会の委員の半
数の推薦者である労働組合の名称」 と、 「協定の当事者 （労働者の過半数を代表する者の場合） の
選出方法」とあるのは「委員会の委員の半数の推薦者（労働者の過半数を代表する者の場合）の選
出方法」 と読み替えるものとする。 なお、 委員の氏名を記入するに当たっては、 推薦に基づき指名
された委員とその他の委員とで区別することとし、 推薦に基づき指名された委員の氏名を記入する
に当たっては、 同条第１号の規定により、 労働者の過半数で組織する労働組合がある場合において
はその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合が無い場合においては労働者の過半数を代表
する者の推薦に基づき指名された委員の氏名を記入することに留意すること。

　　

様式のダウン□－ドはこちら

　

守検索ワード：

　

労働基準関係主要様式

　

ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｍｈｌｗ．ｑｏ．ｉｐ／ｂｕｎｖａ／ｒｏｕｄｏｕｋｉｉｕｎ／ｒｏｕｄｏｕｉＱｕｋｅｎｏｌ／

ご不明な点やご質問がございましたら、厚生労働省または事業場の所在地を管轄する都道府県労働局、労働基準監督署におたずねください。

（２０１８．９）

容）」 に記入すること。
①

　

労働時間が一定時間を超えた労働者に医師による面接指導を実施すること。
②

　

労働基準法第３７条第４項に規定する時刻の間において労働させる回数を１箇月について－
定回数以内とすること。
③

　

終業から始業までに一定時間以上の継続した休息、時間を確保すること。
④

　

労働者の勤務状況及びその健康状態に応じて、代償休日又は特別な休暇を付与すること。
⑤

　

労働者の勤務状況及びその健康状態に応じて、健康診断を実施すること。

》問合せ先：厚生労働省
＞最寄りの都道府県労働局、

労働基準局

　

労働条件政策課

　

０３‐５２５３－１１１１（代表）

、 労働基準監督署｛裁決下の検索ワードまたはＱＲコードから参照できます。

灘検索ワード：

　

都道府県労働局 または

　

労働基準監督署
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般的な設問と、トラックやパスの
自動車運転者、介護業界の設問に
回答することができます。
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□Ａ

　

募集・採用、労働契約の締結（５問）
□Ｂ

　

就業規則・賃金・労働時間・年次有給休暇（１０問）
□Ｃ

　

母性保護・育児・介護（８間）
□Ｄ

　

解雇・退職（７問）
口団

　

安全衛生管理（６問）
□Ｆ

　

労働保険‘社会保険、その他（５問）

一括診断、または、カテゴリーごとに

診断することも可能です。

診断－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一

労働者を募集・採用する際に年齢を制限していますか。
いずれか一つを選んでください。 ０１／０５問

□１．特段の必要性がある訳ではないが、制限している。
□２．特段の必要性があって制限している。
□３．制限していない。

設問画面です。いずれか一つを選んで
くださいｏ

設問が全て終了すると、スコア判定が
明示されます。

問Ａ－Ｉ

　

Ａ募集・採用、労働契約の締結

総合評価
確かめるべき点が含まれています。
参考・支援情報等を手掛かりにして問題点の有無を確かめておにとをお勧めはす．ｉ

　

Ａ

　　　　

－ ．‐

　　　　　　　

ｉ

　　　　　　　　　　　

．Ａ

　

募集・採用、労働契約の締結

十Ｆ

　　　　　　　

Ｅ

：を

Ｂｉ舎麦藁満開富麗競隊年次有給休暇な

　

！ｃ母性保護．育児・介護
Ｄ

　

解雇・退職

－１ｇ 安全衛生管理

Ｆ

　

労働保険・社会保険、その他

　　

Ｄ

　　　　　　　　　

…

回 診断結果

　　　

ー

　

・

問Ａ－１

　

労働者を募集・採用する際に年齢を制限していますか。
いずれか一つを選んで〈ださい。

ー凝縦碗蕗雪３制限していない。

１評価コメント；問題はありません。年齢こよって一御く選別するの
ではば

　

、

　

等に応じて適性や能力を見極めて採否を決めることが

肝要です。今後とも、この方針を維持して〈ださい。

［ｏ

　　　

ｉＬ◎ 簡易印刷 」１骨 細印刷

　

ｉ

　

‘・ 評価を記録

設問毎の回答に対する評価コメント、
基本情報、参考・支援情報も提示します。

今回の診断を記録（※）できます。また、
簡易印刷と詳細印刷も選択できます。
※会員登録されたユーザーのみ

スタートアップ労働条件

　

鉛‐ ｅう尊重獅善
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１

　

月４５時間年３６０時間（原則）
・１

　　

毎年５日（確実に取得）

　　

，Ｉ正規と非正規の不合理な待遇差を禁止
…

－ｒ

　　

施行，２０１９年４月．日～

　　

１
１

　　

施行：２０１９年４月．日～

　　

＝

　

ｉ

　　

鰍テ，２０２０年４月．日～
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※中小企業は、２０２０年４月１日～

　

・
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・
１

　

※中小企業は、２０２１年４月１日～
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－ －－ － 目働き方改革」をギテうに当たって、以下の対応はお済みですか！？１▼－

　

■ 時間外労働を行うーこは、サブロク（３６）協定が必要です。

…

　

■労働契約を締結する際は、労働者に対して、労働条件を書面等で交付する必要があります。

　　　　　　

－

１
，
■ 労働者１０名以上の場合は、就業規則の作成、届け出が必要です。

　　　　　　　　　　

ｌ

ｉ

　

■賃金台帳、労働者名簿などを作成する必要があります。
１

　

１

　

１非正規の方を雇ってし、る場合は、正規の方と比べて不合理な待遇差がなし、ようにする必要があります。
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　

東京働き方改革推進支援センターがお手伝し、します！
！

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◎◎

　

まずは、電話・メール・

　

センターへの来所にて、

１・ お１脳みをご相談くださし、。

貴社の課題に応じた
コンサルティングを

無料で実施します。

」

　　

．
‐
．二． ．． －－

呈さ蕩窯≧，
建議憂 百

　　　

二
一一
二

　　　　

「

　

東 京 働 書 編 隊 軍 纏 進 夷 隅 泡 ン 勿 ー 東京畿斤宿区西新宿ト纂２新宿サンエービル受付１階個別ほ相談ブース６階

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※ご希望に応じて立川オフィスでの相談も可能です。（ＪＲ中央線 立川駅北□ 徒歩５分）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＝鴎 ＡＤＥ．胆軸ＱｒＷｏｒｋｓｔｙＬｅ＠ｊｐ．ａｄｅｃｃｏ．ｃｏｍ闘０１２０‐２３２‐８６５畢琶園伽 圃鯵蹴ふれ，
隆聴娠諏癒糟灘蜘簡緋鞘 濃止鞭⑤：′′ｗｗｗｏａ剛◎⑥⑥◎⑥◎卵癌◎ＷＳ胸 燭◎‐ｋａｉｋａｋｕ／
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斧“‘
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．

　

．、±も、ｒ〆ご・

　

※各種セミナ一案内や来所の申込み、相談申込みができます



－ｆし、ろし、ろなお悩みをワンストップで支援します

　

ｆ

●時間外労働を削減したし、

● 同一労働同一賃金について知りたい

●非正規労働者の処遇を改善したし、

●３６協定について詳しく知りたし、

１費 用 ＞無料

閑談日時二：開錆豊認鰯受）
１－鴎凱霊添１個－－

　

専門家派遣によるコンサルティング

｛

　

－

　　

｛

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　

′

　　　

－

　

’’
相談方法〉

　　　　　　　　

′

●労働時間制度、賃金制度を見直したい

●生産性向上による賃金引上１ずを行いたい

●労働関係の助成金を活用したい

●人手不足の解消に向けた労務管理をしたい

・フリーダイヤルによる

電話相談
・メールによる相談
・来所による相談

東京働き方改革推進支援センター
東京都新宿区西新宿１‐２２－２新宿サンエービル
受付１階個別相談ブース６階

ー．ｚｏ，匿”－．・
京王線／小田急線／東京メト□丸の内線

　　　　　

新宿駅西□ 徒歩４分

ＪＲ各線新宿駅
新宿駅南□

　

〒徒歩５分

　
工学院大学

．
京王
プラザホテル

Ｏ

新宿郵便局
．

　
　　
　
　

　

　

　　

　

．
ー示

　　　　　

ラ
　
ヨドバシカメラ

都営新宿線／大江戸線
新宿駅７番出□ 徒歩１分

ファミリーマート

　　

　
　　
　　

ほ塾－強気鰹ぉ電話くださＬＩＩ

駅０１２０．２３２．８６５－蟹馳伽
または下記ご記入の上、ご希望の相談方法、相談日時を上記ファックス番号までお送り下さい。

貴社名 Ｔ

　

Ｅ

　

Ｌ

お名前 Ｆ

　

Ａ

　

Ｘ

Ｍ

　

ａ

　

ｉ

　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

一ご希望のご相談方法にチェックしてくださし、。

□ センターに行って相談したし、

　

●

　

□ 来社してほしい

　　　　

□ 誉・ ‘

　

’電話してほしし、

■ご相談希望日時

□ 第１希望：

　　　　

月

　　　

日（

　　

曜日）午前・午後

　　

口 第２希望：

　　

． 月

　

，

　

日（ 曜日）午前・午後

　

．

　

－】」」記入くださしも（複数回答可）

□「曲／、′滴 【畔，☆＝全篇の説明

　

□労働時間関係

　

□年次有給休暇の取得

　

□同一労働同一賃金関係

　

□その他

※ご記入いただし、た個人ず壱報は、ご相談受付の目的でのみ使用し、目的以外の使用はし、たしません。

圏」０３－５３２６－２１１５


